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情報科学センターによる学部共通情報教育の新体系
法学部 阪 井 和 男
べ
明治大学情報科学 センターでは、1994年度か ら学部共通科 目として段階的科 目編 成による新情報




情報教育 には次の3つ(1遵用の施 設や機器な どのハー ド、(2)アプ リケーシ ョンや運 用 ノウハ ウを
含め ての ソフ ト、 それに、(3)維持 ・管理す るとともに教 育研究サ ポー トのための人一 が不可欠で
あ る。上記の(IX②はいずれ も分遣秒歩 とで もい うほ どの発展 を続けてい ることは周知 の事実 であ
る。 これ ら諸施設・組織 を学部 単独 で保有す るこ とが、 はた して将来のためになるだろ うか。本来、
学部 には学部固有の情報教育の姿があるこ とは間違 いないが、基本的な部分 にはどの学部 にも共通
す るものがあるはずであ る。 この ような考 えの もとに明治大学 では、1988年か らセ ンター主導に よ
る学部共通の情報教育へ踏み出 した。
この年は、計算センターか ら情報科学セ ンターへ の改組がなされた年 でもあ った。 この前後の状
況 を振 り返 ってみ ると、前年の87年には、過去6年 間(1980年以来)実 施 されていた基礎的情報科
目 「コンピュー タ概論」が ようや く卒業認定単位 として認め られ、履修者が3倍 以上の2,500名(50
コマ、のべ30教員)を記録 してい る。翌89年には、文系各学部の1-2午生が学ぶ和泉校舎 に、新第1
校舎 とともに新情報処理 教室が完成 し、前年 の2倍 近 い4,441名'(59コマ、23教員)もの履修者が殺
到 した。 この年、専 門課程 向けのセンター設 置科 目として 「情報処理論」が新 たに設置 されている。
現在では駿河 台 ・和泉 ・生 田の3校 舎にわたって、理工学部 を除 く文系5学 部(法 ・商 ・政経 ・
文 ・経営)と 農学部、お よび短期大学 で 「情報基礎論(IHコン ピュー タ概論)」、一部 の学部(政 経 ・
文 ・経営 ・農)で は上位科 目であ る 「情報処理論」 も認定 されている。いずれ も必修では ないため、
学部の履修 登録の前に、セ ンターが希望者 を募集 し抽選 して学部混成の クラス編 成 としている。 ち
なみに新 カ リキュラム実施直前の昨年度は、履修者3,903名、84コマ、37教員であった(94年度につ
いては、表2、 お よび表4を 参照)。
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表1新 カリキュラム検討の経緯
牛 罐 聾 霧 学内状況 学外状況
1981 492 5 5
随意選択科 目 「コンピュー タ概論」
開講。一般教 室での講義主体。 カー
ドパ ンチ機使 用。
16ピ ッ ト パ ソ コ ン 用OSのMS-
DOS開 発 。
豆982 511 5 5 計算センター和泉電算室(分 室)開室。
NECが16ビ ッ トパ ソ コ ンPC-9801
発 表 。
1983 607 6 6 計算機利用料金課金開始。
米マ イ クロソフ ト社WINDOWS発
売。表計算 ソフ トL(yrUSl-2-3全米
に ヒッ ト。
1984 596 6 6 随意選 択情 報処理教 育運営委員会 設
置(84.2.13-8&3.31)。
Apple社16ビ ッ ト パ ソ コ ン
Macintosh発売 。 日本 国内 研 究 用 ネ
ッ トワー クJUNET完 成 。
1985 753 10 9
10月教務部 長文書 「各学部(1・2
部)共 通の情報処 理教育科 目等 のあ
り方について(願)」。
学 術情報 セ ンター運用 開始。
⑱
1986 793 15 10 後期 より概論用情報処理教室開室。 東芝 ラップ トップパ ソコンJ3100発表。




32ビッ トCPUモ ト ロ ー ラ68030と
イ ンテ ル80386競うb山 川烈 氏 フ ァ ジ
ィ コ ン ピ ュー タ試 作 。
1988 2380 53 21 計算 センターか ら情報科学 セ ンターへ改組。教育研究 に も携 わ る。
ジ ョブ スがNeXT発 表 。ニ ュ ー ロ コ
ン ピュ ー タ登 場 。




文部 省が学習指導要領 を全 面改訂。
情 報活用能 力の育成 が柱。 富士通マ
ル チ メ デ ィ ア パ ソ コ ンFM・
TOWNS発 売。東 芝ブ ック型パ ソ コ
ンDynaBook発売。
1990 3943 59 27 3月 「私立大学における情報教育の目指すべき方向」私情協。
1991 4194 63 28
教育専 門部会 において カljキュラム
改定の議論本格化。





























情報科学センターでは、上記の ような急激な受講者の伸 びに対応す るため、情報処理教室に設置
されたAV機 器の機能 を生か し、1教 員による2教 室同時…授業(約100人)を行 っていた。・この問題
を解消す るために、専任教員および非常勤講師の新規採用2ヵ 年計画を実行 し、昨年度の37教員に
なったのである。
さて、履修者の増加に ともなって教員数 も増えるにつれ、新たな問題、(a)教育内容のバラつ き、
(b>特定教員への希望者集中一 な どが顕著になりつつあった。 コンピュー タ概論の講義要項につ い
て も暫定的に定めた'87年以降5年 ほ どの時間が経過 してお り、内容の見直 しをすべ きとの機運 も高
まっていた。 さらに、上位科 目である 「情報処理論」(3-4年で履修)の 担当者か ら 「本来なち 『コ








入出力の設計 と四則演算、繰 り返 し計算 ・判断及び分岐、配列 とその利用、サブルーチ ンと
その利用、 ファイル処理、その他
の3つ か らな り、実習にはBASIC(農学部のみ主 としてFORTRAN)が指定 されていた。 ここで
問題は、
1.高度情報社会の ひとつの要素で しかない コン ピュー タに偏 り過 ぎ。
2.大規模論理 としてのソフ トウェアとの観点が な く、小規模論理 としてのアルゴリズムに偏 り
過 ぎ。
3.実習用言語がBASICに限定 されている。
などが指摘 されよう。1に っいては、電気通信 との接点であるコミュニケーシ ョン機能 との関連や
データベースの重要性についての観点が弱い うえ、私情協で提案 された情報倫理[3]へ の取 り組
みがなされていない。2で は、 コンピュー タや社会 システムなどを考 える上 でもっとも重要 な大規
模論理や大規模 システム特有の問題点[1]が 一切考慮 されていない。
また3に ついては、(a)BASICの言語仕様上の問題点、〈b)導入の動機一 が問題である。(a)につい
ては、使いやすい反面、取返 しがっかないほどプログラム書法が乱れてしま う。利点である使いや
す さについて も、インタープ リタとしての使 いやすさは ともか く、しょせんFORTRANを使 い慣れ
た理系教員に とっての使いやすさに過 ぎない』事実、非常勤講師 として文系出身教員を積極 的に採
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則 す る方 針 を立 てた とこ ろ、文 系 教貝 でBASICを 使 え る人は あ ま りい ない ため に非 常勤 講 師 の採
用 に 困難 を きた してい た。
一一・方(b)のBASIC導入 の動 機 につ い ては、教 育的 配慮 よ りは予 算が大 きか った よ うであ る。情 報処
理 教室 をは じめ て構 築 した際 、 ソフ トウェアに まで予 算が 回 らず、パ ソ コンを買 うと無料 で付 いて
きたDISKBASICを用 い たのが始 ま りと聞い てい る。その後 、DOS版 に変 えた とは いえ、BASIC
を使 い続 け るのが いい のか ど うか 、教育 的 配慮 に基づ いて真 剣 に再検 討すべ きであ ろ う。
当時、わ れ われ が抱 い てい た最 も強い 危惧 は、「コン ピュー タ概 論 を教 え るこ とで コン ピュー タ嫌
い を作 って い るの では ないか 」 とい うもの であ る。
この こ とは 「コ ンピュー タ概 論 」の上位 科 目であ る 「情報 処理 論」 の履修 者 が極 端 に少 ない とい
うこ とに表 れてい る との 意見 もあ った。 ちなみ に、93年度 の 「コン ピュー タ概論 」の履 修者 に対 す
る 「情報 処理論 」 の比 はわず か3%(=105/3343)とい う惨 憺 た るあ りさ まで あ った。 もっ とも、
いい わけ を言お う とすれ ば次 の よ うに 言え る。「コン ピュー タ概 論」が6学 部1短 大 で卒 業単位 とな
るの に対 して、「情報 処理 論」は4学 部 で しか認め られ て いず、 しか も学部 に よ って は卒 業単位 にな
ちな いか らだ と。 しか し、情報 処理 論 の内容 につ い て も 「統 計解 析」 一本 であ った ものか ら、 多様
化 の努力 を続 け て きた。 昨年度 は 「統 計解析 」に加 え、「シ ミュ レー シ ョン工 学」 「認知社 会心 理学 」
「人工知 能 入門」 「地 域分析 」と内容 をバ ラエ ティに富 む ものに変 えて行 った。 その結 果が上 の数字
だ ったの で あ る。
1.3文系教員主導の情報科目の再検討,
この間、毎年のよ うに教育内容 を抜本的に見直す さまざまな案が提案 されて きたが、賛否両論の
嵐の中、ひ とつの成案 としてまとめあげることができなかった。 しか し、 これ らの議論 を通 じてひ
とつの問題点に気付いた。それは議論の主役が私 を含めて理系出身教員であったことである。
文系の学生のための情報教育 を考 えるに当って、理系の教員が優勢 を占める会議は問題があるの
ではないだろうか。そ もそ も情報科学センターの情報教育は、'文系学部独 自の情報教育 を支援す る
ために実施されたのである。文系各学部の教員自らが、専門的情報教育 を目指 しつつ全学共通の情
報教育のあ りかたを議論すべ きではないか。
この観点の もと、教育専門部会では部会 レベルでの議論を取 り止め、理系教員 を除いた文系学部
の若手教員に呼びかけて 「文系情報教育検討 ワ～キンググループ」を設置 し、文系学部に望 まれ る
情報教育の体系 を1992年7月に諮問 した。諮問に当っては、「一切の技術的可能性については留意せ
ず、理想的なものを作 ってほ しい」 と依頼 した。答 申書 「文系学部に望 まれる情報教育 とは」[2]
が出たのは、約7ヵ 月後の1993年3月3日のことである。 このAi;il」書の方針は、同月中には情報科
学センター運営委員会 で審議承認され、同年前期 中に文学部 を除 く全学部で承認 された。ここに至 っ




以下に、上記の答中書[2]の 骨 子を要約す る[6]。
2.1.1社会的教養 としてのコンピュー タ
情報教育を推進す る立場 として、「リテラシー教育」 と 「アル ゴリズム教育」 との葛藤がある。
この立場に留 まってい る限 りは文 系学部の専門教育 に連結す る情報教育の構築は不可能である。
コンピュータ リテラシーの能 力の乏 しい学生にはその学習機会 を与え、アルゴ リズムの知識 を求
め る学生にはよ ワ一層の知識が えられ るシステム を用意すべ きである。
2.1.2文系学部の情報教育
文系学部 では、情報教育、 あるいは コンピュー タ教育それ 自体 が 目的 ではない。情報教育 を受
講することが専門教育にいかに有用 であ り便利 な ものか。 またそれ らが専門教育 における視野を
広げ、研究手法 を変化 させ、研 究それ 自体 の発展 をいかに もたらすこ とが できるのか とい う点に
留意す る必要がある。






科学的理論は理論の理論 による検証の積 み重ね として発展す るものであ り、社会科学分野にお
いて実証可能 性が不可欠 なもの といえる。
広義の情報教育においては、実証分析の方法 と技術の理解、すなわち、方法論 の知識、情報の
収集方法 ・調査法、基礎統計学、 デー タベースの利用法 とい った一連の知識が必要 とされる。
狭義には、実証のための技術的側面、すなわち、どういうデータをいか なる目的のために用い、
その分析 のためにどのような分析手法が必要か、その分析手法の限界は何 か、 コンピュー タを用
いて何が どこまでできるのか とい う教育が必要である。
これち広義 と狭義 の情報教育 の連係が な くては実証研究は成立 しない。以上の数値 を用いた実
証分析だけでな く、歴史分析や論理分析 などの文字情報をデー タとする検証や、文献研究の際の
文字情報の蓄積 ・検 索手法に も大 きな意味がある。,
人文科学系学部,
人文科学系では、文字あ るいは画像情報のデータ蓄積 ・検索 ・分析が情報教育の中心課題であ
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る。ネ ッ トワー クの整備やマルチメディア化、CAIなどが進展すれば、情報教育の必要性は高 まっ
て くる。
こうなる と、文献に関する知識の蓄積や紹介は大 きな意味 をなさず、情報教育 を通 して身につ
けた調査・検索技術が とってかわ り、初心者 でも容易に文献検索や資料収集、文字データの蓄積 ・
検索が行 えるようになる。
また、画像 に関 しては、 作図 ・作表 ・パ ター ン判別、画像デー タの蓄積・・分類 ・検索、プレゼ
ンテー ションなどにつ いての技術が必要 になろう。
2,1,3;カリキ ュラム構成上の提言,
情報科学センターが設置す る情報科Bと 学部教育 との連係 を考慮 し、センター設置の2講 座の
関連、各学部の一一般教育科 目と専 門教育科 目との体 系的なカ リキュ ラムを構築すべ きである。こ
のため、カ リキュラム運営上の システムを再考す る必要がある。効果的な情報教育 を行 ってい く
ために求あ られる前提条件 として以下の点が提案 された。
1.段階的科 目編成 と履修前提科 目,




以上の検討によって、情報科学センターが提供すべ き情報教育の枠組みが図1の よ うに示 された。
ここで図の矢印は、段階的に履修す るべ き履修前提科 目の関係 を示す。 なお、学部設置科 目の履修
の指定 と各種講習会の指定 は担当教員の指示による。`
2.3情報基礎論の枠組 み
最初 の発 想は、基礎的情報教育の枠組み を与えることに ようて担当故買の授業内容における自由
度 を増やすご とであった。すなわ ち、すべ ての教員がBASICを教 えた りワ・ー一プロを教えるの ではな
く、'例えばプログラミング言語 を教 えない情報教育が試み られてよい。 しか し、大学で教 えるべ き
基礎的情報教育の枠組みをはっきりと提示するこ とが重要 である。 これによって各教員が 自分 の位
置付け を知 ることができるか らである。'.,
これ まで もつ とも体 系付けられたものは、私情協による 「私立大学におけ る情報教育の 目指すべ
き方向[3]で あろ う。 したがって、われわれはここで提案 されている 「コンピュータ リテ ラシー
教育内容一覧(p.10)」に若干の修正 を加えて情報基礎論の枠組み どして採用 した。
2.3.1情報基礎論(1)




























統 計 パ ッケー ジソ フ ト
表 計 算 ・デ ー タベ ー ス
ネ ッ トワー ク ・ワー プ ロ











に主 眼 をお く。 主 として、私 情脇 塞 の 「1.総 合 」 を中心 とす る。
「総合 」 の すべ て
情報学 概 論 、 高度情 報社 会 、情 報倫理
「コン ピュー タ基礎 」 か ら
コン ピュー タ概論 、プ ロ グラム とソフ トウェア設 計 、プ ログ ラム 言語 と演 習、コ ン ピュー タネ ッ
トワー ク
「ソフ ト等活 用」 か ら
問 題解 決 とプ レゼ ンテー シ ョン、 マ ル チ メデ ィア
2.3.2情報 基礎 論(II)
情報 基礎 論(1)の 履修 を前提 とし、 活 用能力 ・応 用 能 力な どの応 用 的 な側 面 を重視 してい る。
「1.総 合 」 以外 の 内容 に重 点 をお く。
「コ ン ピュー タ基礎 」 か ら
プ ログ ラム と ソ フ トウェ ア設 計、 プ ロ グ ラム 言 語 と演 習、 オペ レー テ ィン グ シス テム、 コ ン
ピュー タネ ッ トワー ク .."
「ソフ ト等 活 用」 か ら',
問 題解 決 とプ レゼ ンテー シ ョン、 マ ル チ メデ ィア
た だ し、 次 の 内容
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「コンピュータ基礎」 か ら
コンピュー タの基本操作 、プ ログラム言語 と演習、オペ レー ティングシステム、 コンピュー タ
ネ ッ トワー ク
「ソフ ト等活用」か ら
応用 ソフ ト
の うち技術 的な側 面は、センター主催の講習会 に よって教育 を支援す る。ハー ド・ソフ トの構成
や進展に よって変 わる部分 を教 員の負担 か ら除 き、 よ り内容 の充実 に力 を注げ るように との配慮
か らである。
2.4数値 ・文字 ・画像情報論 の枠組 み
情 報基礎論 の上位科 目として、学部 専門教育 と密接 に関連 し、各学部 な らびに各 専攻 に とって今
後不 可欠 となる情報教育 を行 うこ とを目的 とす る。
2.4.1数値情報論(1)、(II)・
情報の数値化 、統計学的処理 を扱い、実証研究 が行 えるまでの教育 を目指す。
数値情報論(1)
数値 の意味 と数値化の技法、数値 の変換 、数値 デー タの蓄積 、デー タベー ス、フ ァイルの作成 、
SPSSX、SASのi基本プ ログラム ・
数値情 報論(II)
デー タのプ リン ト、記述統計による変数の分布 の理解 、 クロス集計、相 関 と回帰、回帰診断、
その他 の多変量解析
2.4.2文字情 報論(1)、(II)
文書 の蓄積 、文字型デー タベー スの構築、書誌情報の検 索 ・蓄積 ・加工、外部 ネ ッ トワー クか ら
の文献検 索 と蓄積 な どを扱 い、論文作成へ の活用 も目指す。
文字情報論'(1)
文字型デー タベー ス、デー タベ ース作成 の発想、 デー タベ ース作成実習、デー タの蓄積 ・検 索
の プ ログラム、デー タベー スのわな
文字情報論(II)
デー ダベースの高度利用、CD-ROMデー タの活用、外部 オ ンラインシステムの利用、書誌情報
の活用、情報の整理 ・選択 な ど文字デー タの2次 的利用
2.4.3画像情報論(1)、(II)
数値情報か らの グラフ ・地 図の作成、画像 デー タベー スの構築 ・利用 による判別 などの画像処
理 を扱い、プ レゼ ンテー ション技術への反映 を目指す。
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画像情報論(1)
地域分析手法について、統計値か ら画像(地 図)へ 、多次元的処理、地理情報 システム(GIS)
画像情報論(ID




本計画に基づ き実施 された1994年度の授業 コマ数 と教員配置を表2に 示す。 ここで、合計欄の0
内の数字は、重複 した担当者 を除 いた実質的 な教員数 であ る。
3.2教育内容のアンケー ト調査
ワー キンググループか らの答申を受けて新 カ リキュラムの詳細 を検討す る上 で、特 に基礎 的情報
教育 におけ る現状の教 育内容 を把握す る必要があったため、すべ ての情報教育担当教員にア ンケー
ト調査[5]を93年春に実施 した。 アンケー トの内容 は、ち ょうど同時期 に私情協 ・情報教育研究
委員会第2分 科会で検討 されていた大学向けのアンケー ト案に基づいてテス トをかねて行 った。 ア
ンケー トで調査 した教育 内容 は、私情協の 「私立大学における情報教育の 目指すべ き方向」[3]で
提示 された コンピュー タ リテラシー教 育内容一覧(p.10)をもとに加筆修正 した ものである。
アンケー ト対象は、情報科学セ ンターで情報教育 を担当す る37教員、有効回答数は26(70%)で
あった。出身学系に よって分類(文 系7名 、理系19名)したところ以下のような結果 が得 られた。
・1.講 義要項記載の教育内容 と現状 の授業 内容が異 なり、授業にかけ る比率がバ ラバ ラ。
2.文 系出身教員 と理系 とでテーマの重みに違い。
3.現状の授 業内容に対 し、理想が異なる。
4.文 系出身教員 と理系 とで理想に違い。t
1については、提示 したすべての項 目をほぼ同程度の重みで扱 う教員 もあれば、わずか2-3項目し
か通年 で教 えていない教員 までさまざまである。明 らかに教員の教育観の相違に より授業内容が裏
表21994年度授業 コマ数 と教員配 置





















なっている。これ までBASIC言語 を指定 しワープ ロをインス トールしていたこともあって、「プ ロ
グラム言語 と演習」「応用 ソフ ト」「基本操作」が文系理系にかかわらず最 も高い重み とな り、 まだ
環境の ととのっていない 「マルチメディア」が最 も低かった。
2の文系 と理系の違 いがはっきり表れ るのは、項 目の順位 ではな くて重みのお きかたであ る。理
系教員の 「プ ログラム言語 と演習」「応用 ソフ ト」の重みに対 して、文系教員では約8割 程度に抑え
られている。 これは、文系教員の方がよ り幅広い項 目を扱っているこ とを意味す る。
3については、文系理系 とも大幅 な順序 の逆転現象が見 られ る。4で 指摘 したように、文系教員
の理想の上位3つ が いずれ も 「総合」に分 類される 「高度情報社会」「情報倫理 」「情報学概論」で
あ ったのに対 し、理系教員の上位 は 「情報倫理」が含 まれてい る以外 は、「コンピュー タ概論」「プ
ログラム言語 と演習」とな り、違 いを際立たせ ている。いずれ の理想 でも低 かったのは「コン ピュー
タの基本操作」 であった。
以上の結果によ り、私情協で提案 されてい る広範 な教育内容 と現状の大 きなギャップを感 じた。
基礎的情報教育 といえども一人の教員でカバーするのは難 しい。理系 と文系で担当を分けて相 互に
生か し合 うシステムが重要 であろう。 この意味で、通年4単 位科 目を半期2単 位科 目に分割 し、分
担 を可能 とす る新カ リキュラムへの期待 が大 きい。同時に、理系教員ではな く文 系教 員を中心に文
系学生のための情報教育 を考 えるとい うわれわれのアプロー チが正 しか った との感触 を得 た。
3.3新カ リキュラム説明会の実施
は じめ ての大幅 なカリキュラム改革 を実施するにあたり、情報教育担当教員 を対象に、カ リキュ
ラム改革のねらい と内容 を説明す る機会 として、1993年10月に校舎 をかえて(駿 河台 ・和泉)2回
の新 カ リキュラム説明会 を実施 した。
この説明会 では、約80ペー ジもの説明資料 を準備 し、後に詳述す る情報教育のサポー ト体制 を提
示 し担当教員への理解 を求めた。
実施 してみる と、憶 測や誤解に基づ く発言 もあったが、おおむね理解 が得 られた と考えてい る。
強硬 な反対意見が出なかった理由を後で考えてみると、情報教育の担 当教員については、(1)学部所
属教員 と比べて平均年齢が若い、②大多数 を占める非常勤講師は立場上正面切 って反対 しづ らか っ
た、などの理由が挙 げられ よう。
しか しなが ら、出席 して頂けなかった教員 もあ り、資料の送付 は したものの、新 カリキュラムの
趣 旨を理解 してい ない と考 えざるをえないシラバス もあった。 したがって、サポー ト体制(特 に、
講習会 との関係 など)に ついて実施時に苦情が寄せ られたこ とも事実であ る。
3.4シ ラバス と履修案内
答 申書 にあったシラバス作成にあた り、思い切 って電子化 に踏み切 り、可能な限 り自動化 を試み
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た。
シ ラバ ス作成 の依 頼 に あ た っては、 以下 の 資料 を提供 して、電 子 メー ル また は フロ ッ ピーデ ィス
クに よる提 出 をお願 い した。
詳細 な基本 フ ォー マ ッ ト
フ ロ ッピー デ ィ ス クに収 め たDOSテ キス ト形 式 で提供 。TEXに似 た類似 コマ ン ドを用 いて、比
較 的容 易 に記述 で きる よ うに工 夫 した。 主 た る項 目は 、授業 目的 、運営 方 法、推 奨 講 習会 ・科
目、評 価方 法、授 業 計画 、 な どで 、 さ らに 各 回ご とに、標 題 、 内容 、 レポー ト、推奨 文 献、使
用 教 室 の各項 目を記 入 で き るよ うに なって い る。
記入例 ・印刷 例
詳 細 な ものか ら最低 限必要 な もの まで、3段 階 の記入例 を専任 教 員が作 成 し添付。
情 報教 育 の位 置付 け
情 報基礎 論 担 当教 員が 授業 で扱 う範 囲 ・内容 の一 覧 を作 成。 情報 基礎 論 の枠組 み(私 情 協 の コ
ンピュ ーー タ リテ ラ シー 教育 内容 一 覧 に相 当)の なか で、どの項 目 を扱 うか をチ ェ ッ ク して もらっ
た。
回収 した電 子化 テ キス トは、疑似 コマ ン ドをawkの ス ク リプ トに よってZF.X形式に 自動変 換 し、
1・91IEXでコンパ イル ・印刷 し、版 下 を作成 。低 予 算、 短期 間 で シラバ ス集[8]を 作 成 で きた。
シ ラバ スの基 本 フ ォー マ ッ トが非 常 に詳細 な項 目で あ ったため か、全 体 と して一 人 あた りの文 字
数 も多 くな った。通 年分 の平 均 的 な分 量 は、一 人 あた り約3ペ ーー ジ(B5版2段 組)、文 字数 で換 算 す
る と約4,200文字相 当 であ った。 昨年 までの 講義 要項 で は、… 人あ たt〕O.74ページ(A5版1段 組)、
830文字相 当 と比べ る と実 に5倍 に な る。同時期 に学 部 が作成 した シ ラバ ス と比べ てみ て も、は るか
に詳細 な内容 であ る。
3.5ワーキ ンググループの編成
新情報教育 を実施す るにあたっては、膨大な作業量が予想 されたため、セ ンター内に以下の2つ
のワー キンググループ を結成 した。
3.5.1履修 ・成績サブシステム開発WG
半期2単 位 の段階的科学編成 としたため、将来セメスター制への移行 が容易 である一－nt方、履修
条件のチェ ックが繁雑化 した。従来、履修届は学部窓 口で行 っていたが、 もはやセンターでの内
部処理に切 り替 えざるをえない と判断 し、履修希望者の抽選作業か ら、履修名簿作成、成績処理
までを一括 してセンターで処理す るための履修 ・成績サブシステムを開発 した。
この開発 には、 センター職員による履修 ・成績サブシステム開発WG(メ ンバーは3地 区 〈駿 河
台 ・和泉 ・生 田〉それぞれか ら4名)が あたった。将来、学部が独 自にセメスター制度を実施 す
る際には、本 システムがその規 範にな るよう配慮 したもの となってい る。
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なお、履修登録にあたっては、OMRシー トを用 いた機械入力による自動化を図 り、抽選作業 な
ども自動化 した。
3.5.2授業運営WG
シラバ スの作成や講習会の新設、履修案 内の作成、教育支援のあ りかたなどを整理 し実施す る




授業サ ポー トの体制 として、従 来か ら実施 されていたものには実験助手補による授業サポー トが
あった。 この実験助 手補は教 員系列 に属す る教育サポー ト要員であ り、大学院生から希望者 を募集
する。今年度の人員 は.13地区合計 して、114名(理工系103名、文系11名)にのぼ り、勤務時間は
1週あた りのべ802時間である。表3に 情報科学センターの人員配置を示す。
基本的には、情報処理教室1室 当 りに2人 の実験助手補が割 り当てられてお り、担当教員の授業
サポー トを行 ってい る。 その他 には、 自習室のサ ポー トとして地区ごとにプ ログラム相談貝(最 低
1名)が 配置されてい る。
`
4.2教 育 支援 ネ ッ トワー クシ ステ ム
教 室 の環 境 と しては 、駿 河 台地 区 と和泉 地 区 とで異 な っては い るが、 教育支 援 ネ ッ トワー ク シス
テムが 導入 されて い る。 この シス テムは、 主 として教 材配付 ・レポー ト提 出機 能 を有 し、和 泉地 区
では ニュー ス システム が運用 され、仮想 ドライブ機 能 を もって い る。駿 河 台地 区に おいては電 子 メー
ル機能 をWINDOWS上 で実 現 して い る[7]。その他 、 教卓 か らは、学 生 画面の モニ ター 、教材 提
示 装 置、 ビデ オ、 マ イ クな どが使 え る。
表31994年度情報科学セ ンターの人員配置
職 種 駿河台 和泉 生川 合計
教 員 ス タ ッ フ 322 7
(内、専 任 教 員) (1)(1)(1) (3)
セ ン タ ー 職 員 1034 17
ア ル バ イ ト 224 8




カ リキュラム改革に ともなって新 たに導入されたサ ポー トとしては、
(3)情報学研究会の開催
(4)講習会の開催




ここで(3)は、特に情報基礎論(1)の 教育 内容の研究のために行 われた もの で、理系教員が苦
手 とする分野の相互研鐙の場 を提供 しつつ、情報学の可能 性や試みを各 自の専 門分野の研究紹介
もかねつつ探ってい くものであ る。企画 ・実施は、センターの もうひとつの部会である研究専 門
部会 に委任 し、93年度内に3回 開催 した。
4.3.2講習会の開催
(4)については、従来はSAS、SPSSなどのパ ッケー ジソフ トの使用法についての講習会が メイ
ンとして提供 されていたが、センターの情報環境の使い方などの技術的側面について新 たに講習
会 を設置 した。




の4つ のコー ヌ.があ り、前2つ は情報基礎論(1)、後2つ は(II)の実習内容 をサ ポー トす るよ
う計画 されている。 それぞれ1コ マ90分で完結す るものであるが、履修者全員が受講できるよう
約2週 間にわた り1H2-3コマ分(土曜は4コ マ)を配置 した。前期 は5月 、後期 は10月の1ヵ 月
に集中 して実施す る。
これらの講習会 は、テキス ト作成 をセンター職員が作成 し、チュータは実験助手補が担当 して
いる。実験助手補が受講者に対する評価 を行 うこ とにいろいろと問題(実 験助手補が講義をして
いいのかなど)が指摘 されたため、授業時間 とは別個 に設定 し、受講者以外 にも開放 したセンター
のサー ビスとして行っている。 どの講習会 を受 講す るかは担当教員の指示に よるこ とになってお
り、受講後の評価はセンター として行 わないが、受講者記録 を担当教員にお知 らせ している。評
価 のあ り方については今後の検討課題 である。
授業時間 とは別個 に講習会 を設定す るに当って、講習会繁忙期 には情報処理教室以外に講義室
を用意 し、この期 間の講習会 とダブる授業は講義室の使用 をお願 い した。
なお、情報処理論 には現在、
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・メイ ンフ レームの操 作(PFDの 使 い方)
・メイ ンフ レー ムの操 作(統 計 処理 プ ログ ラムの 作成 と実行)
・ワー クス テー シ ョンの基本操 作
が用 意 され て い るだけ だ が、順 次充 実 させ てい く方 針 であ る。
4.3.3教材 ライブ ラ リの 設置
㈲ の教 材 ライブ ラ リは 、教 員の授 業準備 の ため に参考 とな る書籍 ・ビデ オ ・資料 な ど を各地 区
準備 室 に設 置 した もの であ る。特 に、高度 情報社 会 や倫理 に関す る参考 文献100選を収 、集 し公開 し
つ つ ある。 資料 の電子 化 とネ ッ トワー クか らの利用 も目指 して お り、現 在検 討 中であ る。
4.3.4ゼミ型教 室 への改 造
⑥ は、主 と して上位科 目の文 字 ・数値 ・画 像情 報論 向け の教 室、 お よびゼ ミ教 育用 として考 え
られ てい る。24名定 員の 部屋 で、机 の 配置 を6人 単 位 の アイ ラ ン ド型 に し、各 人にマ ルチ メデ ィ
アパ ソコ ンを ユ台、 ワrク ステー シ ョンを6人 に1台 設置 し、 イー サ ネ ッ トに接 続 してい る。 今
年 度後 期 か ら使 用予 定 であ る。 ・
5新 情報教育の実施結果と問題点
新 情報 教育 が 実施 され て まだ 日も浅 いが 、現在 まで明 らかに な った点 を次 に挙 げ る。
1.マ ン ネ リ授業 が な くな りつ つ あ る。
2.応 募 者 の大幅 減。
3.落 ち こぼれ率 の減 少傾 向。
4.極 小 規模 クラ スの発生 。
5.1学生 ・教員へのインパク ト
1については、今 回のカ リキュラム改革が情報担当教員に対 して非常 なインパ ク トを与えたこと
か らくると考 える。教育 内容 には教具各 自の 自由度 を大幅に増や したもののく初めて本格的なシラ
バスを作成 するこ とを要求 し、 さらに情報教育全体の枠組みに 自らを位置付け ることを要求 したこ
とは、教員にかな りの負担 を強いたことになろ う。
学生側への影響 として、授業の落 ちこぼれ率が減少す るとの期待 を持 ちたい ところであるが、現
在の ところは学期途中の ことで もあ り、まだはっきりした傾向は見出せ ていない。
全 体としてみれば、実施前に想定 していたよりも各担 当教員は協力的であった。実際、複数の教
員か らシラバス作成上の相談 を個人的に受けた。当初、最悪30%の教員の入れ替えを覚悟 していた
が、8名 の教員(93年度の担当教員39名中で、20%)が入れ替わった程度であつた。一・一方で、 シラ
バ スを提出 していただけなか った教員 も3名(94年度43名中で、7%)で あ り、提出 していただい
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た中で も明 らかに新 カ リキュラムの趣 旨に沿わない ものが あったの も事実である。
5.2応募者 の大幅減
94年度の情報科 目応募状況表 を表4に まとめた。2に ついては、新カ リキュラムの実施において
学部 との連係の悪 さによる宣伝不足 もあ り、一概 に新 カ リキュラムのせい ともいえない。 しか し、
和泉校舎におけ る応募者の減少は、シラバス作成による効 果 と考 え られる部分 もある。1-2年生 を対
象 とす る和泉校舎 では、かね てより特定教員に応募者が集中す る傾 向があ り、「楽勝」科 目として評
価が定着 していた コマがあった ようである。 しかし、本年度の応募者数は和泉校舎で40%減とい う
大幅 な もの となった ことによ り、 シラバスの提示に よって 「楽勝」科 目とはみなされに くくなった
と考 えられる。 この ことは、 シラバ スを見た学生の感想 とも一致 している。
5.3極 小規模 ク ラ スの発生
4につ いて は、2の 効 果 に と もな って発 生 した もの で あ るが、全 体 で100コマ あ る うちで、履修 者
が10人未 満の クラスが13クラス(13%)、5人 未満 に 限定 して も5ク ラ ス(5%)発 生 した。 内 訳は 、
情 報基 礎 論91コマの うち10入未満 は8ク ラス(8.8%)5人 未満 は4ク ラ ス(4.4%)で あ るの に対
し、情 報処 理 論9コ マの うち10人未満 は5ク ラ ス(55.6%)、5人未 満 は1ク ラス(1U%)と な っ
た。 来 年度 の 課題 としては、授 業 時 間の 設定場所 につ い て再考 す るこ とと、極 小 クラスの廃1ヒ基 準
を考 え ざ るを得 ない だ ろ う。
5.4今 後 の展望
本 年度 は、新 カ リキュ ラムへ の移行 措 置 と して、情 報 基礎 論(1)、(II)と もに通年 扱 い(前 期
に(1)、(IDは 後期)で 全 教 員に お願 い した。 しか し、 昨年実 施 した教 育 内容 ア ンケー トか ら も
明 らか な よ うに 、全教 貝 が(1)一(II)の すべ てに わ た って教 育 す るこ とには無 理 が あ る。 次年 度
か らは、教 員 に よって(1)か(II)の どち らか に限 定 して教 え られ るよ うに段 階 的に調 整 してい
く予定 であ る。 近 い将 来 に は、(II)を前期 に集 め て担 当す る教 員 が い る とい う形 の実質 的 なセ メス
表41994年度情報基礎論 ・情報処理論応募状況





















1合 計ll1・ ・1・ ・,・181・,256 ・・6351
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ター制へ と移行 させてい く方針 である。
まだ まだ実施上の問題点は多いが、今 後 も教育内容 とサポー トのあ りかたについての議論 を継続
的に深める予定である。情報科 学センターの教育上の役割 として強調され るべ きことは、センター
がすべ ての情報教育 を実施す るこ とでは な く、学部に よる独 自の情報教育 を立 ち上げ るためのサ
ポー トであ ると認識 している。学部共通の基礎的情報教育のあ りかたは、学部の情報教育が具体化
(95年度に実施予定)するとともに変化 して行 くものである。このため、近 い将来(3-5年後程度か?)
には再 び抜本的 なカ リキュラムの見直 しをす る必要が ある と考 えてい る。
最後に、本研究は明治大学情報科学セ ンター教育専 門部会の もとに設置された文系情報教育検討
ワー キンググループに よって、1992年7月24日～1993年3月3日まで行 われた検討 を もとに、 その
後のカ リキュ ラムの実施 ・運営の検 討 と結果 を取 り入れた ものである。上記WGの メンバーは以下
の通 りである。安蔵伸 治(政 治経済学部 ・文 系情報教育検討WG座 長)、石前禎 幸(法 学部)、諸上
茂登(商 学部)、藤 田直晴、土 田昭司(共 に文学部)、森久(経 営学部)、豊岳信昭(短 期 大学)、二
宮智子(情 報科学セ ンター)、阪井和男(法 学部 ・教育専門部会長)。その後、高橋昭夫(商 学部)、
川村史郎(農 学部)、戸田慎一(東 洋大学社会学部)、梅 本亮(文 学部)に もご参加頂いた。'
また、新情報教育の実施に当ってば、情報科学セ ンターに2つ のワー キンググループ 「授業運営
WG」'と「履修 ・成績サブシステム開発WG」 を作 ワ、職員の全面的な協力を得 て行 われた。非常勤
講師の先生方 をは じめ、本学の広範囲にわたる教職員の熱意 と積極的な協力な くしては成 立 しえな
か った大事業 であるとの思いが強い。 ご協力頂いた方々に深 く感謝の意 を表 したい。
参考文献
[1]大 岩 元、「一般 情報教育」、情報処理、32巻11号、描情報処理学会、1991年11月、pp,1184-1188。
[2]安 蔵伸治、「文系学部に望 まれる情報教育 とは」、文系情報教 育検討ワーキンググループ答
申書、明治大学情報科学 センタ 一ー教育専門部会、1993年3月3日。




[5]二 宮智子、「文系学部に生かせ る情報基礎教育の授業 内容」、平成5年 度情報処理教育研究
集会 講演論文集、名古屋大学、文部省、1993年、pp,74-77。
[6]安 蔵伸治、「文系専門教育 に望 まれ る情報教育」、同上、pp.145-148。
[7]松 崎英樹、「ネ ッ トワー クを利用 した レポー ト提 出システムの導入について」、同上、pp.
336-3390
49
[8]「1994年度情 報科学 セン ター(情 報科 目)履 修 案 内」、明治大学情報科学 セ ンター 、1994年
4月1日 。
[9]凌 竜也 、「大 学におけ る教育機 能の評価 に関 す る研 究」、慶 臆義塾大学大学 院経営管理研究
科修士課程 学位論文(93年度)、1994年3月。
[10]阪井 和 男、「明治大学 の新 情報教 育 と情報環 境」、私情 協 ジャーナ ルSUMMER'94、Vol.3、
No.1(通巻第66号)、社 団法 人私 立大学情報教育協会 、1994年(平成6年)6月27日 、pp.28-30。
[ll]阪 井和 男、「明治大 学の新情報教 育の試み」、第八 回私情協大 会資料、社 団 法人私 立大学情
報教育協会 、東京(市 ヶ谷、私学会 館)、1994年(平成6年)8月31日 、pp.38-40。
50
「情報教育のカ リキュラム改革にのぞんで」シンポジウム報告
情報科学セ ンターでは、 シンポジウム 「情報教育のカ リキュラム改革にのぞんで」を、1993年ll
月27日(土)16時30分より、明治大学駿河台校舎 ・大学院南講堂において開催 した。
今 回の シンポジウムは、以下の点、
(1)大学の情報教育 を取 り巻 く環境は どう変化 して きたか。
(2)大学における情報教育のあ り方 として、「情報処理学会」および 「私立大学情報教育協会」
等では、 どのような分析がなされ、 どのような提案がなされているか。
㈲ それに対 して、明治大学におけ る情報教育の現状は どうか。
ω そして、明治大学情報センターが 目指す情報教育 とは何か。
一 を明 らかにす るため、パネルデ ィスカ ッション形式で企画 された。
パネラーは、以下の5名 であ り、次の問題提起 をしていただいた。
成 嶋 弘:情 報教 育を取 り巻 く環境 と問題点
大 岩 元:一 般教育の理念 と内容
荒 木 伸 恰:情 報倫理一側 を、 どう教 えるか一
二 宮 智 子:明 治大学 におけ る情報教育の現状
安 藏 伸 治:明 治大学の情報教育カ リキュラム改革の試み
なお、パネラー各氏の略歴 は以下の とお りである。





●大 岩 元(お おいわ は じめ)
東京大学理学部物理学科卒業。
東京大学大学院博士課程修 了。理学博士。
東京大学理学部助手、豊橋技術科学大学講師 ・助教授 ・教授 を経 て、
現在、慶応大学環境情報学部教授。
1974年～1976年英国ケンブ リッジ大学キャベ ンディッシュ研 究所客員研究員
1979年～1980年米国 コーネル大学応用物理学科客員準教授
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●安 藏 伸 治(あ ん ぞ う しん じ)
明治大学政治経済学部卒業
明治大学大学院政治経済学科 博士前期課程修 了。経 済学修士。
南 カ リフォルニア大学に て、Ph.D.(Sociology)
明治大学政治経済学部専任講師 を経 て、現在 、同学部助教授。
専11『:人口統計学。
シンポジウムにおける司会者は、明治大学法学部助教授で情報科学センター教育専門部会長である
阪井和男氏が担当した。
